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歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２９年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
9. 教育費 5. 人権教育推進事業

5. 社会教育費

1. 社会教育総務費 社会教育課

（佐倉市）　　

第６章
ともに生き、支え合うまちづくり -

平成28年度 -

経常 単独 計画 0 0 846 基本施策２
人権の擁護 平成29年度 -

平成30年度 -

施策２
人権問題について考える機会を提供します 平成31年度 -

平成32年度 -

0

961 961

・人権教育講座を実施します。 人権教育を推進することを目的としています。 人権問題の解決を図るための学習活動を通して、人権尊

・地域交流施設の維持管理を図ります。 重の社会づくりの推進を図ることができます。

市民がお互いを尊重し合うため、基本的人権に対 講演会における託児の要望が多いため、託児委託 人権教育活動は、市民に基本的人権の理念の認識

する正しい知識を身につける必要がある。また、これまでに実施してき 料を増額しました。 が浸透していくための重要な施策に位置付けされています。

た人権問題意識調査の結果をみると、他人事であるという市民意識が根

強いのが実態となっている。そこで、これらを自らの問題として考える

機会を円滑かつ継続的に提供していく必要があります。

08 80 93 △13

09 26 26 0

11 612 611 1

12 35 72 △37

13 98 33 65

19 110 110 0

差引一般財源 0 961 0 961


